資源エネルギー庁長官官房総合政策課 パブリックコメント担当宛
長期エネルギー需給見通し策定に向けた御意見の募集について

1． お名前 

中野・生活者ネットワーク
２．御意見及び理由

1　自然エネルギーは、40％以上に
1） 多くの先進国が2030年には40％以上の自然エネルギーを目標にしている。日本でも、40％以上とするべき。

2） 自然エネルギーを増やして海外からの燃料（石炭・核燃料）輸入を減らし、その分のお金で国と地域を豊かにすべき。

3） 地域活性化、地方創生のためにも、地域主体の分散型エネルギーである自然エネルギーを拡大するべき。

4） いまこそ安全、安心、低酸素のエネルギーである自然エネルギーを推進するべき。

5） 自然エネルギーは、国際的には安価になっている。日本でも大量の普及を可能にして、安価な自然エネルギーのメリットをいかすべき。

2　省エネルギーは、少なくても20％以上に
1） 日本の電力消費量は、震災後に既に8％減少。高効率なLED照明の普及や、無駄な使い方の見直しで、2030年度までに20％、30％の省エネをめざすべきです。
2） 過去20年あまり、日本の省エネの取り組みは停滞してきた。欧米に負けない取り組みをすべき。　
3　地球温暖化対策に逆行する石炭火力は減らすべき
1）石炭火力発電は、最新型でも1kWhの電気を作るときに排出される二酸化炭素は、天然ガス発電の2倍です。石炭火力の増強はやめるべきです。
4　原発への依存は極力減らし、無くしていくべき
1）省エネの促進、自然エネルギーの拡大、天然ガス発電とコージェネレーションの推進で、2030年に原発を動かす必要は（ほとんど）ありません。原発への依存はへらすべき。　
2）2030年に原発の割合を20％以上にするためには、多くの老朽原発の運転延長が必要であり、事故リスクを高める。原発への依存は減らすべき。
3）日本での原発の新増設、リプレースには国民的な合意が得られない。強引に運転延長をしても原発で供給できる電力はどんどん減っていく。早期に原発依存から脱却すべき。
